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『地方を殺すのはだれか』（岩崎芳太郎著　2009年２月　PHP 研究所刊）との書名は，比喩とはいえ，
いささか刺激的である。著者は，「地方の経済社会を殺す下手人」として，「中央集権官僚体制」，「憲法の
欠陥」，「金融庁不況」そして「不公正な競争」を挙げている。併せて地方での「リーダー不在を指摘して
いる」。
岩崎氏は鹿児島県を中心にバスや船舶，運送事業を始め，ホテル・ゴルフ場・レストラン・木材販売・
ガソリンスタンドなど，交通・観光分野を中心に幅広くビジネスを展開している「いわさきグループ」の
中核，「岩崎産業」の社長である。
なお，「いわさきグループ」は，郵便輸送，バス事業といった公共性の高い事業も展開している。こう
した立場にある地方企業の経営者が自らの筆による告発と提言は希有である。
◆本書のあらまし
岩崎氏いわく。わが国は，民主主義国家，法治国家であるはずなのに，現実には封建的・社会主義的な
因習・矛盾に満ちている。たとえば規制緩和によってバス事業は参入自由・退出自由になったにもかかわ
らず不採算路線を廃止しようとすれば「けしからん」と糾弾され廃止は許されない。そのため，市営など
の公営交通が赤字垂れ流しの一方で，民間資本のバス会社は，採算無視の経営が強いられ，破たんに追い
込まれている。
また，90年代後半からはじまった銀行破綻や，小泉政権のもとでの金融再生プログラム「金融マニュア
ル」による貸し剥がし，郵政民営化に伴う「郵便事業」が進めている独占化と地方だけが割を食う「オー
プンスカイ政策」など，中央省庁が進める政策によって地方の多くの企業が退場を余儀なくされていると
告発している。
そして終章では，地方企業の経営者には従業員と地域をまとめ中央に対抗できる自発的なリーダーシッ
プが求められると，締めくくっている。
◆著者の主張：提言―――――極論も散見されるが，説得力に富む
岩崎氏が経営するいわさきグループ（本体は岩崎産業）は，国やライバル企業に対する複数の訴訟，さ
らにはグループ企業の従業員2,000人削減といった大胆なリストラ策もあって，鹿児島県内ではとかく批
判的に捉えられている感は否めない。いわゆる地元では，不人気企業なのである。
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（岩崎芳太郎著　2009年２月　PHP研究所刊）
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岩崎氏はこうした点を自覚しつつも，自身がビジネスの本拠を置く鹿児島県域が「社会契約説に基づい
た法治国家である」以上は法的手続きでしか問題は解決しえないとし，過激とも受けられる行動を起こし
ているようだ。
また「小泉・竹中構造改革は失敗」という点が氏の主張の基軸となっている。そして，何よりも岩崎氏
が懸念しているのは，〈日本のあるべき姿〉とは逆の方向に現実が動いているとの憂慮である。
大阪のパチンコ店放火事件，親殺し・子殺しといった痛ましい事件の続発・政治の世界はというと，「初
めから自分をドゲンかしたかっただけ」としか思えない某知事の言動，さらには「国のため，国民のため」
との掛け声とは裏腹に自分の代議士当選を最優先するとしか思えない議員の言動などを見聞きするにつ
け，岩崎氏の〈今の日本はあるべき姿とは，逆の方向に向かっている〉との思いに，読者の多くは共感を
覚えるのではなかろうか。
◆小泉政権「構造改革」の評価
小泉改革に関しては，「批判の余地がないわけではないが，公的資金を導入し，2004年中に大銀行の不
良債権比率を半減するなど，どうにもならなかった日本経済を回復基調に導いたのは事実」，という擁護，
肯定論が聞かれる。そうであろうか。小泉「構造改革」は，「一時しのぎ，見せかけのカンフル剤」に過
ぎなかったのではあるまいか。その結果，「経済機能は回復したが，その上位に位置する社会機能が壊れ
てしまった」のでなかろうか。
この点に関して，かつては構造改革の推進者の一人であった中谷巌氏（三菱 UFJ リサーチ＆コンサル
ティング（株）理事長）が，『資本主義はなぜ自壊したのか』（08年　集英社インターナショナル刊）で，
次のように切り捨てている。
〈小泉政権下における「構造改革」，そして一連の「規制緩和」は，政・官・業の癒着体質を打ち破り，
国民の税金や郵貯や簡保の資金が意味のない公共投資に垂れ流しにされることに対して，くさびを打ち込
んだのは間違いのない事実である。まだまだ日本には改革の余地がたくさん残っているといっても過言で
はない。しかし，これまでの路線で構造改革を続けるということであれば，今や「功」より「罪」のほう
が大きくなってきているのではないだろうか。〉さらに続けて，〈一時、日本を風靡した「改革なくして成
長なし」というスローガンは，財政投融資制度にくさびを打ち込むなど，大きな成果を上げたが，他方，
新自由主義の行き過ぎから来る日本社会の劣化をもたらしたように思われる。たとえば，この二〇年間に
おける「貧困率」の急激な上昇は日本社会にさまざまな歪みをもたらした。あるいは，救急難民や異常犯
罪の増加もその「負の効果」に入るかもしれない。「改革」は必要だが，その改革は人間を幸せにできな
ければ意味がない。人を「孤立」させる改革は改革の名に値しない。〉
また，経済評論家・内橋克人氏は，『共生経済が始まる』（09年　朝日新聞社刊）で，小泉構造改革は，
富める階層への累進課税制度をなし崩し的に撤廃することが真の狙いであったと喝破するとともに，以下
のように総括している。
１「足蹴にされた議会民主主義」＝「郵政民営化法案」が参院で否決されると，時の首相は衆院を解散
した。国民主権，その制度的保障である二院制，三権分立によって成り立つわが国議会制民主主義の
理念と根幹が，「官邸独裁」によって根こそぎにされた。この強権的「官邸独裁」への歴史的検証作
業に私たちは取りかからねばならない。
２「愚民」扱いされた「地域住民」＝地域社会に何の関係もない，縁もゆかりもない「刺客」が突然，
落下傘降下し，多くが議会に送られた。地域社会の声と利害を議会に送ることで，議会制民主主義は
国民総意の象徴を名乗ることができる。劇場選挙から２年，これら「刺客」のうちの誰が地域社会の
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代弁者たりえたのか。地域の代表として選ばれたはずの政治家が官邸の命令に嬉々として従い，あっ
という間に，縁もゆかりもない他の地域へ「刺客」として鞍替えし，ヒロインとなった。地域社会は
これを座視した。
３「家産官僚」への退歩＝官僚征伐を旗印に国民を小躍りさせた小泉構造改革は，巧みなメディア動員
で末端役人のバッシングに成功した。生まれたのは，上層のキャリア官僚たちをして，かつての領主
らを「ご主人」とし，自らは執事・家来へと自己変身する「家産官僚」（マックスウエーバーのいう）
であった。国家，国民を主人とする近代官僚でなく，主人は「官邸」にすり替わった。彼らは求めら
れる統計の類をやすやすとひねり出す。
上述の中谷，内橋両氏の言が，岩崎氏の言い足りなかった点を見事に補足しているのではある。
◆バス事業を事例に構造改革の功罪を検証する
岩崎氏は，小泉改革の規制緩和や民営化，さらにはグローバル化や市場主義の導入も，国民の富という
利益を得るための手段でしかないはずだが，いつの間にか規制緩和自体が目的化してしまい，もともと達
成すべき目的は忘れ去られてしまった，とも指摘している。
この点に関して，バス事業を事例として，岩崎氏の主張と提言の妥当性を検証してみる。
バス事業は規制緩和に伴い，建前として参入自由となった。その代わりに，６か月前に路線の廃止届を
出せば退出（路線廃止）自由となった。だが，実情はというと，路線をやめるとなると社会的影響が大き
いので赤字路線であってもなかなか廃止できない。規制緩和でも既存事業者は，従来通りの業務を強いら
れる一方，いいとこ取りのできる新規参入者と競争せざるを得ない立場に追い込まれ，経営は疲弊するば
かりである。公正な競争ができる環境を整えずに競争原理を導入したことによる弊害が起こっていると警
鐘を鳴らしている。
●北海道－バス路線廃止相次ぐ
1999年５月，当時の運輸政策審議会・自動車交通部会は「赤字のバス路線廃止はやむを得ない」との答
申を出した。これに対し，北海道新聞はこの規制緩和一辺倒の政策を言葉激しく糾弾している。
「この答申は，地方の生活を全く分かっていない。道内の三十八バス事業者のうち，黒字経営は四事業
者に過ぎない。答申通り法改正が行われると2001年度からは，赤字の地方バス路線の廃止が相次ぎ，高齢
者や通学の児童・生徒の足が確保できなくなるのは，火を見るより明らかだ（北海道新聞社説＝1999年５
月17日付）」。現実は同紙の指摘通りである。
●政令指定都市構想のアキレス腱になりかねない熊本交通局の処置
隣県の熊本交通局の累積欠損額は約47億円に及び，そのうちバス事業によるものは10億円強で，大半は
市電事業によるものである。この打開策として，熊本市の市長は市営バスの全面民間移譲を表明している。
この市長構想の受け皿として九州産交バス，熊本電気鉄道，熊本バス３社の出資する『熊本と市バス株式
会社』（社長　九州産交山内清宏顧問）が本年４月１日から運行を開始している。市営全路線で最も赤字
幅の大きい「中央環状線」（熊本駅～水前寺駅～南熊本～熊本駅）は，収入3,712万円に対し，費用は5,945
万円と2,241万円の損失。営業係数は160.4という極めて悪い数値である。都市バス関係者からは「こんな
に多くの赤字路線を抱える営業所をどうして民間会社が譲り受けなければならないのか」と，不満の声も
聞かれる。なお，熊本都市圏のバス網400路線を，将来は３分の１以下の120路線に集約する構想が示され
ており，今後はバス網再編成に向けてのコンセンサス形成が課題となっている。
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●不透明な鹿児島市交通局の人事管理
鹿児島市の現状とどうであろうか。鹿児島市交通局は07年度に３億円以上の赤字を計上。２億３千万円
余りの黒字を出した電車事業に対し，バス事業は５億４千万円の赤字であった。資金不足は５億９千万円
を超え，バスに限ると累積赤字は40憶円に達している。
そこで，2010年から５年間を計画期間とする「経営健全化計画」の骨子案をまとめた。赤字増大の続く
バス事業立て直しのため，市バス北営業所と同桜島営業所管内の路線運航を民間に委託するのが柱。単年
度収支の黒字化と，各年度末の資金不足比率が20% を下回ることを目標とする。
岩崎氏は，鹿児島市交通局の事業に関して，本書の中で次のように分析している。〈2006年度には市内
電車も含めた交通事業全体に対して約４億1,700万円の補助金を鹿児島市の一般会計から受けている。職
員の退職金についても，定年前に市役所本体の他部署に異動させる方法で，交通局の実質的な負担を回避
し，鹿児島県の財政から退職金を支出している〉交通局の職員に対する退職金は，2001年以降全くないが，
その間の定年退職者数はゼロではない。これは不当廉売による不公正な競争といえる。これに対して当社
はやむなく路線を大幅に削減し，大規模な合理化を実行してきた。果たしてこのような状況が公正な競争
といえるのか，と苦言を呈している。
ことの真偽について，鹿児島市および市の交通局の見解を聞きたいところである。
●岩崎グループ06年に208路線323系統の赤字バス廃止計画を打ち出す
2006年，岩崎グループ（鹿児島市）は208路線323系統の赤字バスを一気に廃止する計画を打ち出し県内
に衝撃が走った。そのうち，鹿児島市に関係する廃止バスは74系統であった。
岩崎グループの赤字バス路線廃止に伴い04年11月，関係市町が事業主体となって運行を始めた代バスの
輸送実績は，前年同期の６割弱にとどまる。運行事業者や県によると，代替バスやコミュニティバス，乗
り合いタクシー計131系統の，04年11月８日から３月末まで５カ月間の輸送人員合計は約57,600人。前年
同期は約100人の実績がある。11月以降，運行回数や順路が前年度と変わった系統もあり，単純比較はで
きないがおよそ58％に落ち込んでいる。
県交通政策課は従来のバス離れの傾向に加え，存廃問題の混乱による客離れや周知不足の可能性を指摘
している。県交通政策課は従来のバス離れの傾向に加え，存廃問題の混乱による客離れや周知不足の可能
性を指摘した。また，同課は市町の赤字負担を補助する県単補助制度について「県財政も厳しく，将来的
には見直しもありうる。危機感を持ち，十分な利用促進策を図ってほしい」と呼びかけている。（出典　
南日本新聞　07年６月）
国は乗客数など一定の条件を満たしているバス路線に対して毎年度，赤字補てんを行っている。国交省
によると，2007年度に「生活交通路線維持費」として計約65億7,600万円が拠出され，このうち鹿児島県
は３億9,020万円で，北海道（10億9,924万円）に次いで２番目に多い。
鹿児島県は，バス路線の維持費として国と同額を拠出しているほか，単独でも，自治体などが民間の廃
止路線を引き継いだ「代替バス」への補助を続けている。08年度の代替バスへの補助金の総額は，前年度
の約3.6倍の２億6,248万円である。県は，今後県単独のバス補助制度を見直す方針を県内自治体担当者に
明らかにした。従来の廃止路線代替バスに対する赤字補てんは要件を厳格化し，乗客ゼロで運行するよう
な系統への補助を打ち切る一方，従来の大型バスより効率的なコミュニティバスなど，住民ニーズに見
合った輸送システムへの転換には新たな補助制度で支援する。
新制度は従来の廃止路線代替バスから，コミュニティバスや乗り合いタクシーなど車両小型化を進めた
場合や，申し込みがあるときだけ運行する「デマンド型システム」を導入した場合が対象となる。具体的
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には，市町村が行うニーズ把握のためのアンケート調査や，車両購入，施設整備などの初期投資に補助金
を出す。
試算では現在補助対象となっている134系統のうち，24系統が対象外となる。
	 （出典　南日本新聞　07年８月24日　　読売新聞　08年６月19日）
◆リーダーシップ論で人としての在り方を説く
さて，小泉内閣退陣後の，安部～福田～麻生と続く一連の政権の動きを見るにつけ，リーダー不足か，
不在の感は否めない。「リーダー不在が地方を殺す」と題する終章では，地方企業の経営者には従業員と
地域をまとめ中央に対抗できる自発的なリーダーシップが求められると，「あるべきリーダー像」を提示
している。このリーダーシップ論は，バスや船舶など運輸を中心に50数社の関連企業の総帥，経営者の言
としての自覚と示唆に富み，傾聴に値する。
また，徳目とされる「ノブレス・オブリージュ（選ばれし者の義務）」もリーダーのみの義務論として
ではなく，「すべての人間が『選ばれし者』であり，それゆえにノーブル・オブライジを持ち」，そして「自
分なりの哲学やビジョンで行動すべき」とし，各人がその人なりの使命感を持った個々人の集合体として
国家が繁栄するべきとあるべき姿，理想像を提唱している。
多年リーダー論を講義し，ソフトパワー論を説き，自らも米国政府内でのリーダーであったジョセフ・
Ｓ・ナイは，『21世紀のリーダー像』（日本経済新聞出版社刊）で今日のリーダーは，マネジメント能力と
は別の資質を求められている。それは，自らの魅力によって引き出されるソフトパワーである。ハードパ
ワー，すなわち権威や権力と，ソフトパワーの双方を使い分けることが，この時代のリーダーには求めら
れる，としている。
岩崎の持論である，「自分なりの哲学やビジョンで行動すべき」は，ジョセフ・Ｓ・ナイの提唱する21
世紀のリーダー像とも通じるリーダー論でもある。
―――――　　　　　―――――　　　　　―――――
国家が中央集権で行うべき本来の役割は，外交，国防，国税そして国民の福祉に関わる範疇であり，実
務はできる限り地方に権限委譲していくべきである。日本は明治維新以来140年にわたり中央集権体制が
とられ，日本の成長発展に大きく貢献した。が，その反面，お役所主義とも揶揄されるように，行政面で
のきめ細かさや迅速性が損なわれることとなった。そうだからこそ，地方から立ち上がる，との考え方が
地方分権である。いま，地方分権こそが日本再生のカギともいわれ，国や地方の在り方が問い直されてい
る。こうした時代にあって，地方企業の経営現場から現代日本社会の歪みを正そうとする告発と大胆な提
言が，広く読まれることを切望する。
